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1.　17年  12月期の業績（平成 17年 １月 １日～平成 17年 12月 31日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

― 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　17年12月期 9,932 ( 1.3) 1,004 (△21.4) 981 (△22.7)

　16年12月期 9,807 (11.6) 1,278 (  29.5) 1,269 (  35.5)

　

― 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　17年12月期 596 (△27.3) 1,468 87 1,417 58 14.7 10.9 9.9

　16年12月期 820 ( 52.8) 2,051 31 1,940 22 24.2 16.4 12.9

(注) ① 期中平均株式数 17年12月期 406,113株 　16年12月期 400,020株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
　
(2) 配当状況

―
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年12月期 200 00 　 - 200 00 81 13.6 1.9

16年12月期 200 00 　 - 200 00 80 9.7 2.1

(注) 17年  12月期期末配当金の内訳 普通配当200円
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

― 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　17年12月期 9,992 4,324 43.3 10,580 51

　16年12月期 8,093 3,772 46.6 9,431 89

(注) ① 期末発行済株式数 17年12月期 408,690株 　16年12月期 400,020株

　 ② 期末自己株式数 17年12月期 ―株 　16年12月期 ―株
　
2.　18年　12月期の業績予想（平成 18年 １月 １日～平成 18年 12月 31日）

― 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 5,092 461 272 ― ― ― ― ― ―

通期 10,500 1,091 644 ― ― 200 00 200 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）1,575円77銭
　
　　※　業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したもので

　　あり、実際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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１. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成16年12月31日)

当事業年度

(平成17年12月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,531,146 　 　 1,491,714 　

　２　受取手形 　 　 143,220 　 　 176,769 　

　３　売掛金 ※３ 　 1,177,152 　 　 1,143,141 　

　４　商品 　 　 1,163,770 　 　 1,228,960 　

　５　未着品 　 　 317,138 　 　 314,920 　

　６　貯蔵品 　 　 657 　 　 827 　

　７　前渡金 　 　 4,795 　 　 11,597 　

　８　前払費用 　 　 15,402 　 　 6,562 　

　９　繰延税金資産 　 　 73,100 　 　 26,061 　

　10　為替予約 　 　 514,375 　 　 243,349 　

　11　その他 　 　 9,391 　 　 27,065 　

　　　貸倒引当金 　 　 △9,500 　 　 △3,200 　

　　　流動資産合計 　 　 4,940,652 61.0 　 4,667,768 46.7

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※１ 1,794,233 　 　 2,043,736 　 　

　　　　減価償却累計額 　 498,569 1,295,663 　 607,066 1,436,670 　

　　(2) 構築物 　 1,895 　 　 1,895 　 　

　　　　減価償却累計額 　 572 1,322 　 716 1,178 　

　　(3) 機械及び装置 　 14,125 　 　 14,125 　 　

　　　　減価償却累計額 　 13,395 730 　 13,407 717 　

　　(4) 車両運搬具 　 21,647 　 　 21,647 　 　

　　　　減価償却累計額 　 17,345 4,301 　 18,662 2,984 　

　　(5) 工具器具備品 　 313,181 　 　 377,022 　 　

　　　　減価償却累計額 　 192,106 121,075 　 240,403 136,619 　

　　(6) 土地 ※１ 　 648,701 　 　 648,701 　

　　(7) 建設仮勘定 　 　 13,887 　 　 - 　

　　　有形固定資産合計 　 　 2,085,682 25.8 　 2,226,871 22.3

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 　 166,503 　 　 170,751 　

　　(2) 電話加入権 　 　 4,615 　 　 4,615 　

　　　無形固定資産合計 　 　 171,119 2.1 　 175,367 1.8

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 1,320 　 　 1,320 　

　　(2) 関係会社株式 ※１ 　 37,085 　 　 1,991,787 　

　　(3) 出資金 　 　 5,481 　 　 5,481 　

　　(4) 従業員に対する

　　　　長期貸付金
　 　 1,205 　 　 315 　

　　(5) 長期前払費用 　 　 37,246 　 　 63,155 　

　　(6) 繰延税金資産 　 　 96,200 　 　 63,096 　

　　(7) 差入保証金 ※１ 　 688,137 　 　 648,564 　

　　(8) 長期性預金 　 　 ―　 　 　 100,000 　

　　(9) その他 　 　 29,288 　 　 63,720 　

　　　　貸倒引当金 　 　 ― 　 　 △15,400 　

　　　投資その他の資産合計 　 　 895,966 11.1 　 2,922,042 29.2

　　　固定資産合計 　 　 3,152,767 39.0 　 5,324,280 53.3

　　　資産合計 　 　 8,093,420 100.0 　 9,992,049 100.0
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前事業年度

(平成16年12月31日)

当事業年度

(平成17年12月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 ※３ 　 795,990 　 　 775,788 　

　２　１年内返済予定

　　　長期借入金
※１ 　 349,160 　 　 536,590 　

　 ３　１年内返済予定
　　　　社債

※１ 　 ―　　 　 　 200,000 　

　４　未払金 　 　 477,871 　 　 475,301 　

　５　未払費用 　 　 6,936 　 　 9,680 　

　６　未払法人税等 　 　 429,000 　 　 50 　

　７　未払消費税 　 　 40,956 　 　 3,176 　

　８　前受金 　 　 140,958 　 　 202,517 　

　９　預り金 　 　 9,896 　 　 8,729 　

　10　繰延ヘッジ利益 ※６ 　 514,375 　 　 243,349 　

　11　賞与引当金 　 　 49,434 　 　 44,730 　

　12　債務保証損失引当金 　 　 12,500 　 　 - 　

　　　流動負債合計 　 　 2,827,077 34.9 　 2,499,914 25.0

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 ※１ 　 550,000 　 　 1,350,000 　

　２　長期借入金 ※１ 　 720,380 　 　 1,678,300 　

　３　退職給付引当金 　 　 91,574 　 　 66,845 　

　４　役員退職慰労引当金 　 　 128,883 　 　 69,479 　

　５　長期預り保証金 　 　 2,560 　 　 3,360 　

　　　固定負債合計 　 　 1,493,397 18.5 　 3,167,984 31.7

　　　負債合計 　 　 4,320,475 53.4 　 5,667,899 56.7

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 382,114 4.7 　 399,454 4.0

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 422,750 　 　 440,090 　

　　　資本剰余金合計 　 　 422,750 5.2 　 440,090 4.4

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 10,000 　 　 10,000 　

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　

　　　別途積立金 　 2,039,055 2,039,055 　 2,779,055 2,779,055 　

　３　当期未処分利益 　 　 919,026 　 　 695,550 　

　　　利益剰余金合計 　 　 2,968,081 36.7 　 3,484,605 34.9

　　　資本合計 　 　 3,772,945 46.6 　 4,324,149 43.3

　　　負債及び資本合計 　 　 8,093,420 100.0 　 9,992,049 100.0
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② 損益計算書
　

　 　

前事業年度

(自　平成16年１月１日

至　平成16年12月31日)

当事業年度

(自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　１　商品売上高 　 9,723,564 　 　 9,838,850 　 　

　２　その他売上高 　 83,487 9,807,052 100.0 93,816 9,932,666 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　

　１　期首商品たな卸高 　 1,147,541 　 　 1,480,909 　 　

　２　当期商品仕入高 　 4,947,916 　 　 4,789,151 　 　

　　　合計 　 6,095,458 　 　 6,270,060 　 　

　３　期末商品たな卸高 　 1,480,909 　 　 1,543,880 　 　

　４　商品売上原価 　 4,614,549 　 　 4,726,179 　 　

　５　その他商品売上原価 　 23,862 4,638,411 47.3 30,842 4,757,021 47.9

　　　売上総利益 　 　 5,168,640 52.7 　 5,175,645 52.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　

　１　荷造運賃 　 387,672 　 　 388,864 　 　

　２　販売促進費 　 305,719 　 　 330,564 　 　

　３　給料手当 　 889,524 　 　 986,884 　 　

　４　賞与 　 218,954 　 　 209,110 　 　

　５　賞与引当金繰入額 　 49,434 　 　 44,730 　 　

　６　退職給付費用 　 76,089 　 　 32,114 　 　

　７　役員退職慰労引当金

　　　繰入額
　 15,584 　 　 13,500 　 　

　８　旅費交通費 　 153,036 　 　 166,893 　 　

　９　地代家賃 　 737,541 　 　 887,566 　 　

　10　減価償却費 　 159,189 　 　 209,812 　 　

　11　貸倒引当金繰入額 　 7,971 　 　 9,100 　 　

　12　その他 ※１ 888,928 3,889,646 39.7 891,812 4,170,951 42.0

　　　営業利益 　 　 1,278,994 13.0 　 1,004,693 10.1

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息配当金 　 1,239 　 　 3,426 　 　

　２　賃貸収入 　 24,960 　 　 23,760 　 　

　３　商品保険求償金 　 4,480 　 　 6,808 　 　

　４　保険解約返戻金 　 3,917 　 　 ― 　 　

　５　為替差益 　 ― 　 　 12,874 　 　

　６　その他 　 1,296 35,893 0.4 2,929 49,798 0.5

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 25,836 　 　 31,859 　 　

　２　社債利息 　 8,715 　 　 11,961 　 　

　３　社債発行費償却 　 ― 　 　 26,000 　 　

　４　その他 　 10,585 45,136 0.5 3,086 72,907 0.7

　　　経常利益 　 　 1,269,751 12.9 　 981,584 9.9
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前事業年度

(自　平成16年１月１日

至　平成16年12月31日)

当事業年度

(自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　

　１　保険金収入益 　 292,633 　 　 ― 　 　

　２　役員退職慰労引当金戻入益 　 ― 　 　 1,154 　 　

　３　債務保証損失引当金戻入益 　 ― 　 　 12,500 　 　

　４　貸倒引当金戻入益 　 1,637 294,271 3.0 ― 13,654 0.1

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却損 ※２ 91 　 　 ― 　 　

　２　固定資産除却損 ※３ 51,199 　 　 21,956 　 　

　３　リース契約等解約損 ※４ 5,628 　 　 ― 　 　

　４　関係会社株式売却損 　 18,307 　 　 ― 　 　

　５　関係会社株式評価損 　 11,999 　 　 ― 　 　

　６　投資有価証券評価損 　 2,179 　 　 ― 　 　

　７　債務保証損失引当金

　　　繰入額
　 12,500 　 　 ― 　 　

　８　社葬費用 　 49,721 151,626 1.4 ― 21,956 0.2

　　　税引前当期純利益 　 　 1,412,396 14.4 　 973,282 9.8

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 640,774 　 　 296,611 　 　

　　　法人税等調整額 　 △48,944 591,830 6.0 80,143 376,754 3.8

　　　当期純利益 　 　 820,566 8.4 　 596,528 6.0

　　　前期繰越利益 　 　 98,459 　 　 99,022 　

　　　当期未処分利益 　 　 919,026 　 　 695,550 　
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③ 利益処分計算書(案)

　

　 　
前事業年度

(平成17年３月29日)
当事業年度

(平成18年３月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 919,026 　 695,550

Ⅱ　利益処分額 　 　 　 　 　

　１　配当金 　 80,004 　 81,738 　

　２　任意積立金 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 740,000 820,004 520,000 601,738

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 99,022 　 93,812

　 　 　 　 　 　

（注）日付は、株主総会承認日及びその予定日であります。
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

当事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

　 ②　その他有価証券

　　時価のないもの

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

　　時価のないもの

同左

２　デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法

時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品……移動平均法による原価法

未着品…個別法による原価法

貯蔵品…最終仕入原価法

商品……同左

未着品…同左

貯蔵品…同左

４　固定資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物については定額法

なお、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、３年

均等償却

また、主な耐用年数は次のとお

りであります。

　建物　　　　　　３～43年

　工具器具備品　　２～15年

①　有形固定資産

同左

　 ②　無形固定資産

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用期間

（５年）に基づく定額法

②　無形固定資産

同左

　 ③　長期前払費用

均等償却

③　長期前払費用

同左

５　繰延資産の処理方法 ―――――――― 社債発行費　

　支出時に全額費用として計上してお

ります。

６　引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

①　貸倒引当金

同左

　 ②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期に対応

する部分を計上しております。

②　賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

当事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

　

③　債務保証損失引当金

子会社等への債務保証等に係る

損失に備えるため、被保証先の財

政状態を勘案し、個別に必要と認

められる額を計上しております。

　

――――――――

　

　

　

　 ④　退職給付引当金

従業員の退職金の支給に備える

ため、当期末の退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

なお、数理計算上の差異につい

ては発生時に費用処理しておりま

す。

また、このほか執行役員の退職

慰労金の支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額の100％を計

上しております。なお、その金額

は17,948千円であります。

④　退職給付引当金

従業員の退職金の支給に備える

ため、当期末の退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

なお、数理計算上の差異につい

ては発生時に費用処理しておりま

す。

また、このほか執行役員の退職

慰労金の支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額の100％を計

上しておりましたが、平成17年1月

1日以降、「執行役員退職慰労金規

程」を廃止し、従来計上した金額

は原則退職時の支払に備えること

といたしました。なお、平成16年

12月31日までの金額は17,948千円

であります。

　 ⑤　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額の100％を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が、借主に移転

すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

同左

８　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。ただし、振当処理の要件を

満たす為替予約については振当処

理に、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては特例処理に

よっております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ、為

替予約

ヘッジ対象…借入金、買掛金、

未払金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 ③　ヘッジ方針

主に当社の内規である「デリバ

ティブ管理規則」に基づき、金利

変動リスク及び為替変動リスクを

ヘッジしております。

③　ヘッジ方針

同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

当事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

　 ④　ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャ

ッシュフロー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動の累計を比較し、

その変動額の比率によって有効性

を評価しております。ただし、特

例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略

しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法

　税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

　同左
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表示方法の変更

　

前事業年度
(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

当事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

（損益計算書）

商品保険求償金については、従来、営業外収益の「そ

の他」に含めておりましたが、当事業年度において営業

外収益の総額の100分の10を超えたために区分掲記しまし

た。なお、前事業年度の「その他」に含まれている商品

保険求償金は1,641千円であります。

　

（損益計算書）

為替差益については、従来、営業外収益の「その他」

に含めておりましたが、当事業年度において営業外収益

の総額の100分の10を超えたために区分掲記しました。な

お、前事業年度の「その他」に含まれている為替差益は

577千円であります。

　

　

追加情報

前事業年度
(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

当事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

　

――――――――――――――――――

　

　

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日　企業会計基準委

員会　実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費が16,426千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、16,426千

円減少しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成16年12月31日)
当事業年度

(平成17年12月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 593,571千円

土地 648,541

差入保証金 184,349

計 1,426,462
　

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 579,674千円

土地 648,541

差入保証金 184,349

計 1,412,565
　

担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定長期借入金 339,080千円

社債 450,000

長期借入金 714,060

計 1,503,140
　

担保付債務は次のとおりであります。

１年内返済予定長期借入金 416,550千円

社債 1,450,000

長期借入金 1,225,010

計 3,091,560

　なお、上記の他に、関係会社株式1,954,701千円
を関係会社の借入金の担保に供しております。　
　　　

※２　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 1,305,000株

発行済株式総数 普通株式 400,020

※２　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 1,305,000株

発行済株式総数 普通株式 408,690

※３　関係会社に対する資産及び負債

売掛金 10,202千円

買掛金 114,080

※３　関係会社に対する資産及び負債

売掛金 22,758千円

買掛金 120,550

　４　偶発債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入

に対し債務保証を行っております。

保証先
金額
(千円)

内容

㈱トライアス 60,096 借入債務

㈱ＣＩＸＭ 43,858 借入債務

計 103,954 －

㈱トライアスにつきましては、平成16年8月31日
付で株式の一部を売却し、同日以降連結子会社か
ら持分法適用関連会社となりました。

　４　偶発債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入

に対し債務保証を行っております。

保証先
金額
(千円)

内容

㈱ＣＩＸＭ 36,935 借入債務

計 36,935 －

　

　５ 受取手形裏書譲渡高 129,243千円

※６　　――――――――――――――――――

　

　５ 受取手形裏書譲渡高 66,626千円

※６　繰延ヘッジ利益

　ヘッジ手段に係る損益は、純額で繰延ヘッジ利益

として流動負債の部に計上しております。なお、上

記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は3,132千円、繰延

ヘッジ利益の総額は246,482千円であります。
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(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

当事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

25,353千円

※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

23,061千円

　 　

※２　固定資産売却損の内訳

電話加入権 91千円

合計 91

※２　

　　　　―――――――――――

　 　

※３　固定資産除却損の内訳

建物 47,274千円

車両運搬具 23

工具器具備品 751

長期前払費用 3,150

合計 51,199

※３　固定資産除却損の内訳

建物 7,029千円

工具器具備品 1,242

長期前払費用 2,235

ソフトウェア 11,448

合計 21,956

※４　青山本店の改装により発生したリース解約損2,329

千円および車輌の入れ替えによるリース解約損3,142

千円等であります。

※４　　　　　　―――――――――――
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リース取引関係

　

前事業年度
(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

当事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車輌運搬具 11,271 187 11,083

工具器具備品 37,128 33,378 3,750

ソフトウェア 36,323 31,168 5,155

合計 84,723 64,734 19,989

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車輌運搬具 11,271 4,864 6,407

工具器具備品 4,750 4,354 395

合計 16,021 9,218 6,803

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 10,965千円

１年超 9,062

合計 20,027

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,276千円

１年超 5,833

合計 8,110

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 24,321千円

減価償却費相当額 21,927

支払利息相当額 834

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 9,532千円

減価償却費相当額 8,752

支払利息相当額 179

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　同左

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　同左

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2,702千円

１年超 4,722

合計 7,424

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2,417千円

１年超 2,305

合計 4,722
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有価証券関係

前事業年度(自　平成16年１月１日　至　平成16年12月31日)及び当事業年度(自　平成17年１月１日　

至　平成17年12月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

税効果会計関係

　
前事業年度

(平成16年12月31日)
当事業年度

(平成17年12月31日)

１　繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 　

　役員退職慰労引当金超過額 52,842千円

　退職給付引当金超過額 37,545

　未払事業税否認 39,223

　賞与引当金超過額 20,267

　その他 19,420

　　繰延税金資産合計 169,300

　　繰延税金負債合計 ―

　　繰延税金資産の純額 169,300
　

１　繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 　

　役員退職慰労引当金超過額 28,486千円

　退職給付引当金超過額 27,406

　賞与引当金超過額 18,339

　貸倒引当金 6,310

　その他 8,616

　　繰延税金資産合計 89,157

　　繰延税金負債合計 ―

　　繰延税金資産の純額 89,157
　

２　法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.0%

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2%

租税特例措置法に基づく税額控除 △2.9%

住民税均等割 0.3%

その他 △0.8%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.7%
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１株当たり情報

　

項目
前事業年度

(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

当事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 9,431円89銭 10,580円51銭

１株当たり当期純利益 2,051円31銭 1,468円87銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
1,940円22銭 1,417円58銭

　

当社は平成16年８月20日付けで普

通株式１株につき普通株式３株の株

式分割をおこなっております。当該

株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前期の１株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額
7,513円91銭

１株当たり当期純利益
1,438円38銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益　　　　　 1,352円04銭
　

　

　

　

　

　

　

　

　
　

　
　

　
　

　

　
(注)　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目 　
前事業年度

(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

当事業年度
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

損益計算書上の当期純利益（千円） 　 820,566 596,528

普通株式に係る当期純利益（千円） 　 820,566 596,528

普通株主に帰属しない金額（千円） 　 ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 　 400,020 406,113

当期純利益調整額（千円） 　 ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定
に用いられた普通株式増加数の主要な内訳
新株予約権（株）

　 22,904 14,696

普通株式増加数（株） 　 22,904 14,696

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

　 ― ―
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重要な後発事象

該当事項はありません。

継続企業の前提

該当事項はありません。

２. 役員の異動

(1)代表者の異動

　　該当事項はありません。

(2)その他の役員の異動

　　新任取締役候補者

　　　取締役　　　フェルナンド・エヴァンジェリスタ（現　バランタインカシミヤ株式会社代表取締役）

(3)就任予定日

　　平成18年3月30日　
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